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はしがき

第１次・第２次地方分権改革では、国と地方の関係を対等・協力の関係に変え

るという理念の下、地域が自らの創意と工夫により課題を解決するための制度

的基盤の構築が図られてきた。

平成２５年６月に「第３次一括法」、平成２６年５月に「第４次一括法」が成

立し、地方公共団体に対する事務・権限の移譲や義務付け・枠付けの見直し等が

進められてきた。

さらに、地方の発意に根ざした取組を推進する新たな手法として、個々の地方

公共団体等から地方分権改革に関する提案を広く募集し、それらの提案の実現

に向けて検討を行う「提案募集方式」が平成２６年から導入された。

「提案募集方式」による地方公共団体等からの提案等を踏まえ、事務・権限の

移譲や義務付け・枠付けの見直し等を一層推進するため、平成２７年６月に「第

５次一括法」が制定された。平成２８年度以降も毎年度、一括法の制定により更

なる事務・権限の移譲や義務付け・枠付けの見直し等が行われ、令和５年６月に

は「第 次一括法」が成立した。

このような地方分権に関する種々の改革の進展や課題を視野に入れながら、

地方分権に関する基本問題について先進的かつ実践的な調査研究を実施するた

め、平成１６年度に本研究会を設置し、検討を重ねてきた。令和６年度において

は、対面・リモートを併用する形式で研究会を開催しており、本報告書は、その

成果をとりまとめたものである。

本報告書が、我が国の地方税財政を考える上での一助となれば幸いである。

なお、本研究会は、一般財団法人全国市町村振興協会と一般財団法人自治総合

センターが共同で実施したものである。

令和７年３月

一般財団法人 全国市町村振興協会

理事長 坂 本 森 男

一般財団法人 自治総合センター

理事長 岡 崎 浩 巳





地方分権に関する基本問題についての調査研究会

委員名簿

令和６年４月現在

座長 堀場 勇夫 青山学院大学名誉教授

座長代理 中井 英雄 大阪経済法科大学国際学部教授

赤井 伸郎 大阪大学大学院国際公共政策研究科教授

木村 俊介 明治大学公共政策大学院ガバナンス研究科

専任教授

國崎 稔 愛知大学経済学部教授

佐藤 主光 一橋大学経済学研究科教授

宍戸 邦久 新潟大学経済科学部教授

中里 透 上智大学経済学部准教授

西川 雅史 青山学院大学経済学部教授

橋本 恭之 関西大学経済学部教授

花井 清人 成城大学経済学部教授

林 正義 東京大学大学院経済学研究科教授

福重 元嗣 大阪大学大学院経済学研究科教授

御船 洋 中央大学名誉教授

望月 正光 関東学院大学名誉教授





目 次

調査報告

○ 人口減少時代の基礎自治体のあり方

地方が自立していくために・・・・・・・・・・・・・・

○ ふるさと納税制度の総括・・・・・・・・・・・・・・・・

 





調 査 報 告





人口減少時代の基礎自治体の在り方
地方が自立していくために

基本問題に関する調査研究会
2024年４月2６日（金）

赤井伸郎
大阪大学大学院国際公共政策研究科教授

akai@osipp.osaka-u.ac.jp

簡単な自己紹介

• 専門分野
公共経済学
地方財政論
地方財政運
営のガバナ
ンス

・関連著書
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関連著書
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本日の流れと議論のポイント

１：人口減少により収支悪化の危険性 ：持続可能性
の危機＝＞その背景にあるメカニズムの把握：
規模の経済性、密度の経済性、集積の経済性

２：持続可能性向上のために！

３：今後の国と地方の役割分担
－まず、国がするべきこと－
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基礎自治体の役割
受益者負担と財政均衡

• 基礎自治体は、もっとも住民に近いところに位置し、住民に直
接かかわるサービスを提供。

• この場合、基礎自治体の域を超えるスピルオーバーを除けば、
受益を受ける住民が、そのサービスコストを負担するのが望
ましい。

• なぜなら、負担することによって真に望ましい公共サービスを
議論することが可能となり、いわゆるガバナンス機能が発揮
される（受益者負担の原則）。

• そのとき、歳入と歳出は各基礎自治体においてバランスし、
財政収支は均衡する。
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財政格差を生む人口格差

• しかしながら、国全体の合計では財政収支の均
衡が行えるように総歳出と総歳入をセットしたと
しても、実際は、財政収支の均衡が困難な基礎自
治体が存在。＝＞財政格差。

• 財政格差を引き起こす要因として、まず、思いつく
のは人口の格差。

• どのくらいの格差があるのか見てみよう。

4

自治体規模の概観

5

出所 国立社会保障・人口問題研究所「日本
の地域別将来推計人口』（2018（平成30）年
推計）」より筆者作成
注：東京23区は、制度が異なるため、歳出・歳
入全てにおいて、分析データから省いている。
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基礎自治体間で、人口格差がある下で、
一人当たり財政収支に格差が出ない条件

• 命題：以下の条件のもとでは、基礎自治体間で住民人口に格差があった
としても、全基礎自治体で財政収支（歳出と歳入の差）は、一定となり、財
政格差は生じない。

•
 条件１（規模の経済性なし・密度の経済性なし）：生活に必要な一定の公
共サービスに関して、その一人当たり費用（歳出）は、全ての基礎自治体
で一定。すなわち、生活に必要な公共サービスの費用は、人口に比例。

 条件２：（集積の経済性なし）企業が集積することにより経済力が生まれ
る状況はなく、経済力および、その結果としての地域の魅力度が反映され
る土地や家の一人当たり固定資産額（および、固定資産税収）に地域間
の差はない。すなわち、地域全体の経済力（地域の魅力度）は、人口に比
例。

 条件３：（所得格差なし）：地域住民の一人当たり所得に地域間の差はな
く、一人当たり歳入（個人市町村民税収）に地域間の差は生じない。
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理由

1. 仮にこれらの3つの条件が成立していれば、各地域で必要
となる歳出および歳入は、一人当たりベースで同じとなり、
基礎自治体間での財政格差は、一人当たりベースで存在し
ない。

2. 各基礎自治体の人口分布とも独立であり、（人口減少後も、
一人当たりの所得や経済力が変わらないとすれば）、人口
減少からも影響を受けない。

3. すなわち、人口が減れば、その分、歳出と歳入は減少し、一
人当たり収支は変化しないからである。

4. このとき、一人当たりベースで収支を賄えるだけの歳入と歳
出、すなわち、「税収を確保できる税制」および「公共サービ
ス水準」がセットできれば、全基礎自治体で収支は均衡す
る。

7
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現実における条件の崩壊 条件１

• 条件1の崩壊（規模の経済性の存在・密度の経済性の存在）
• 公共性の高い公共サービス（生活を支えるインフラが例）は、固定費が
大きいことが多い。

• このとき、公共サービスに規模の経済性が存在する。同じレベルの公共
サービスを提供する場合においても、地域住民人口の差によって、その
一人当たり費用（歳出）は異なり、必要な歳出に差が生まれる。

• すなわち、各基礎自治体における必要な歳出は、人口とは比例せず、人
口が小さいほど、一人当たり費用（歳出）は大きくなる。

• なぜなら、人口が少なくても、生活を支える公共インフラの維持・公共
サービスの提供に一定のコスト（固定費）がかかるから。

• 加えて、人口が一定であっても、面積に対して人口が小さい基礎自治体
は、人口密度が低いため、密度の経済性の問題が生じ、人口一人当たり
費用は、大きくなる。

8

条件1が崩壊している状態：データ確認
人口区分別一人当たり歳出（2022（令和4）年度）：単位 千円

9

出所 総務省「地方財政状
況調査」より筆者作成
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現実における条件の崩壊 条件２

• 条件2の崩壊：（集積の経済性の存在）：
• 企業や人口が集積しビジネスの拠点となったり、工場が集積した
りしている場合には、その集積によって経済力に差が生まれる。

• 基礎自治体に集積の経済性によって生まれる経済力の差、すなわ
ち、地域の魅力度に差があれば、各基礎自治体に所在する固定資
産の総額は、各基礎自治体の人口とは比例しない。

• 結果として、固定資産額の差を通じて、一人当たり歳入（固定資産
税）の差が生まれる。
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条件２が崩壊している状態：データ確認
一人当たり固定資産税課税標準額（個人・法人別・資産タイプ別）（2022（令和4）年度）：単位 千円
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出所：総務省「令和4年度 固定資産の価格等の概要調書」より筆者作成
注：「大都市」は政令市と特別区。「都市」は政令市以外の市。
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現実における条件の崩壊 条件３

• 条件3の崩壊：（所得格差の存在）
• 所得に格差があれば、各基礎自治体の総所得は、各基礎自治体
の人口とは比例しない。

• 結果として、一人当たり歳入（市町村民税（個人分））の差が生ま
れる。
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条件３が崩壊している状態：データ確認
人口区分別一人当たり歳入（市町村民税（個人分））（2022（令和4）年度）：単位 千円
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出所：総務省「地
方財政状況調査」
より筆者作成
注：政令市につい
ては、税率が2％
分高いことから、
その影響部分は、
政令市付加分とし
て区別し表示して
いる。
注：東京23区は、
制度が異なるため、
分析データから省
いている。
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人口減少に耐え財政の持続可能性を高めるために。
１：条件を崩壊させない。

• 命題の振り返り：以下の条件のもとでは、人口減少しても財政
格差は生じない。

•
条件１（規模の経済性なし・密度の経済性なし）
条件２：（集積の経済性なし）
条件３：（所得格差なし）

 ＝＞この条件を崩壊させないことは可能か？
規模・密度は、技術的な面に依存する。
集積は、それ自体が成長の源泉。
所得格差は、集積による生産性と関連
 ＝＞DXにより緩和可能だが、限界あり

14

人口減少に耐え財政の持続可能性を高めるために。
２：条件崩壊を受け入れ、その状態を活用する

• 命題の振り返り：以下の条件のもとでは、人口減少しても財政
格差は生じない。

•
条件１の崩壊：（規模の経済性・密度の経済性あり）
条件２の崩壊：（集積の経済性あり）
条件３の崩壊：（所得格差あり）

 ＝＞この状態で、人口減少は、コストを上げ、生産性を下げ、所
得格差を拡大する。

 ＝＞そうしないためには、規模の維持、密度の維持＝＞
その結果、所得格差も維持。

15
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規模の維持

• 基礎自治体で人口規模を維持する。
• ＝＞市町村連携
• ＝＞クラウド活用
• ＝＞市町村合併
• （先行研究よりの知見、「吸収合併であればコン

パクト化するが、対等合併であればコンパクト化
しない」）
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密度の維持＝＞コンパクト化＝＞
評価のための指標作成

• 人口密度の維持、人口のスポンジ化を止める。＝＞コンパクト化の推進。

• ＝＞コンパクトシティーを評価するには、適正な指標による計測が必要。
（人口密度では十分ではない）

• 「基準化された標準距離（Normalized Standard Distance、
NSD）」＜＝都市の居住者の相対的な「近接性」や「人口密度」を反
映して計算される、都市のコンパクト度を表す指標

• NSDの定義：各市町村を約1km四方でメッシュ化し、各メッシュの重心（重力中
心）にあたる座標（緯度と経度）をそのメッシュの人口（夜間人口）で重みづけす
ることで市町村の人口重心となる地点（市町村の中心点）を求め、その市町村の
中心点から各メッシュまでの地表面距離の2乗を人口で加重平均して平方根を
取った値（SD)を、市町村人口の平方根で除したもの（NSD)である。なお、この指標
は、沓澤・赤井・竹本（２０18）で提案されたものである。

17
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標準距離のイメージ

18

人口の重心と標準距離との関係（富山市の例）

19
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NSDの概観
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人口規模 都市数 平均 標準偏差 最大値/最小値
50万人以上 29 0.638 0.198 0.328 (東京都特別区) 1.067 （新潟県新潟市） 3.254
20-50万人 81 0.844 0.347 0.366 (東京都西東京市) 1.952 (山口県下関市) 5.331
10-20万人 151 1.097 0.565 0.366 (東京都小金井市) 3.386 （岩手県一関市） 9.253
5-10万人 261 1.560 0.902 0.341 (東京都狛江市) 4.925 （熊本県天草市） 14.424
3-5万人 243 2.166 1.318 0.531 (兵庫県播磨町) 10.964 (長崎県対馬市) 20.638
1.5-3万人 291 2.690 1.622 0.476 (大阪府島本町） 12.230 （北海道別海市） 25.719

1056
注：2015年度の計測値。東京23区は、一つの自治体として処理している。

最小値 最大値
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大阪府の事例：市町村コンパクトランキング(2020)

23

1 大阪府大阪市 0.346

2 大阪府寝屋川市 0.403

3 大阪府門真市 0.407

4 大阪府吹田市 0.415

5 大阪府高石市 0.420

6 大阪府八尾市 0.427

7 大阪府豊中市 0.427

8 大阪府東大阪市 0.436

9 大阪府高槻市 0.447

10 大阪府泉大津市 0.449

34 大阪府貝塚市 0.746

35 大阪府忠岡町 0.772

36 大阪府四條畷市 0.839

37 大阪府太子町 0.899

38 大阪府阪南市 0.920

39 大阪府河南町 1.311

40 大阪府岬町 1.854

41 大阪府豊能町 2.040

42 大阪府千早赤阪村 2.768

43 大阪府能勢町 3.317
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大阪府内市町村コンパクト維持ランキング
(直近20年＝2020/2010) １７位までは１をキープ。
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1 大阪府田尻町 0.900

2 大阪府池田市 0.904

3 大阪府島本町 0.910

4 大阪府和泉市 0.917

5 大阪府大阪市 0.938

6 大阪府泉佐野市 0.945

7 大阪府茨木市 0.955

8 大阪府豊中市 0.970

9 大阪府吹田市 0.972

10 大阪府高槻市 0.974

33 大阪府門真市 1.067

34 大阪府松原市 1.069

35 大阪府四條畷市 1.069

36 大阪府富田林市 1.076

37 大阪府箕面市 1.083

38 大阪府河南町 1.084

39 大阪府阪南市 1.115

40 大阪府豊能町 1.143

41 大阪府岬町 1.146

42 大阪府千早赤阪村 1.155

43 大阪府能勢町 1.215

大阪府内市町村コンパクト維持ランキング
(直近５年＝2020/2015) 13位までは１をキープ。

25

1 大阪府島本町 0.955

2 大阪府池田市 0.963

3 大阪府茨木市 0.978

4 大阪府大阪市 0.978

5 大阪府高槻市 0.980

6 大阪府摂津市 0.984

7 大阪府豊中市 0.985

8 大阪府吹田市 0.989

9 大阪府泉佐野市 0.991

10 大阪府四條畷市 0.995

33 大阪府羽曳野市 1.019

34 大阪府貝塚市 1.021

35 大阪府大東市 1.024

36 大阪府千早赤阪村 1.025

37 大阪府田尻町 1.025

38 大阪府忠岡町 1.025

39 大阪府豊能町 1.029

40 大阪府太子町 1.034

41 大阪府箕面市 1.036

42 大阪府阪南市 1.036

43 大阪府能勢町 1.056
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5年前比でスプロール化した市町村数

26

規模・密度と歳出・歳入

27

NSDを高めれば（コンパクトにすれば）、一人当たりの歳出は減り、面積
当たり税収は増える。
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人口減少時代の国と地方の役割分担

 人口減少により生じる規模の不経済、集積の不経済、それらから生じる
人口格差などのメカニズムを自治体が理解し、自治体構造を自ら再構
築していければ、受益者負担原則にも寄り添い、効率的で地方交付税
に頼らない持続可能なシステムが維持できる。それは、地方分権とも両
立する。

 しかしながら、それができないのであれば、地方が自立できなくなり、国
や県がより多くの財源や仕事を担わざるをえなくなる。

 ＝＞人口減少に悩む自治体には、そのことを考える時間も人材もないの
が現状。今、まず、国や県が地方自治体にむけてすることは、その考える
きっかけ（インセンティブも含めて）を与え、より踏み込んだ改革に踏み
出す意味を伝えることかも。
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第１回地方分権に関する基本問題についての調査研究会（堀場座長）

議事概要

【日時】令和６年４月 日（金） ～

【場所】中央合同庁舎第２号館自治財政局第２会議室

及び によるオンライン会議

【出席者（学識委員）】

堀場座長、中井座長代理、赤井委員、木村委員、西川委員、橋本委員、花井委員、林委員、

福重委員、御船委員、望月委員

【議事次第】

１ 開会

２ 議題

「人口減少時代の基礎自治体のあり方 地方が自立していくために」

３ 閉会

【議事概要】

「人口減少時代の基礎自治体のあり方 地方が自立していくために」

（１）説明

発表資料に基づき、赤井委員より説明。

（２）質疑応答

○ 資料６ページ以下の議論について、ここで言う歳入は、交付税措置を考慮に入れてい

るのか。

→ここでは、自治体間の財政格差について考察しているので、交付税による財政調整を考

慮に入れず、実際の歳出と実際の自主財源による歳入でみた際の議論をしている。

○ 資料８ページで言っている「規模の経済性」「密度の経済性」について、最適な規模

や最適な密度という概念が存在するのではなく、規模や密度が高まると、経済性もます

ます高まるといったようなイメージなのか。
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第１回地方分権に関する基本問題についての調査研究会（堀場座長）

議事概要

【日時】令和６年４月 日（金） ～

【場所】中央合同庁舎第２号館自治財政局第２会議室

及び によるオンライン会議

【出席者（学識委員）】

堀場座長、中井座長代理、赤井委員、木村委員、西川委員、橋本委員、花井委員、林委員、

福重委員、御船委員、望月委員

【議事次第】

１ 開会

２ 議題

「人口減少時代の基礎自治体のあり方 地方が自立していくために」

３ 閉会

【議事概要】

「人口減少時代の基礎自治体のあり方 地方が自立していくために」

（１）説明

発表資料に基づき、赤井委員より説明。

（２）質疑応答

○ 資料６ページ以下の議論について、ここで言う歳入は、交付税措置を考慮に入れてい

るのか。

→ここでは、自治体間の財政格差について考察しているので、交付税による財政調整を考

慮に入れず、実際の歳出と実際の自主財源による歳入でみた際の議論をしている。

○ 資料８ページで言っている「規模の経済性」「密度の経済性」について、最適な規模

や最適な密度という概念が存在するのではなく、規模や密度が高まると、経済性もます

ます高まるといったようなイメージなのか。

→たしかに、最適規模のようなものが存在する可能性はあり、その場合、最適規模を超え

ている自治体においては、規模が縮小した方がコストは下がるということはあり得ると

は思われる。もっとも、今回の議論で念頭に置いているのは、主に、既に相応に小規模

な団体において、さらなる人口減少が起きるケースであり、その場合、資料９ページの

グラフにもあるとおり、より小規模な団体ほど、一人あたりのコストが上昇している姿

となっている。

○ 分析のうち、一人あたりの歳出について。地方の歳出については、社会保障や生活保

護といった再分配的な社会移転が多く含まれており、それらは純粋な公共サービスの提

供とは異なることから、その部分を除いたデータとすると、より説得的な分析となるよ

うに感じた。

→指摘のとおり、たとえば同じ一人あたりでも、若者と高齢者とで分けるなど、より細か

い分析の余地はあると考えている。

○ コンパクト化のための具体的な施策について。特に、本研究でテーマとしている比較

的小規模な団体について、どういった打ち手が考えられるのか。

→その点は、様々な議論や制約があり、政策当局も苦労していると思うが、例えば、市街

化調整区域の設定といった土地利用の規制をしっかり行っているところでは、コンパク

ト化を維持できているようである。もっとも、広大な土地があり、大型の商業施設があ

って利便性の高い郊外に住宅立地が進むのはやむを得ないことでもあり、難しい問題で

ある。

○ 本研究が念頭に置いている自治体内のコンパクト化について。ある自治体の中で、例

えば合併を契機として、中心部に人口の集約は進むようなケースは実際にもみられてい

る。一方で、例えば、人口２万人程度の都市でそのようなコンパクト化が進むことは、

果たして集約のメリットの面で十分かという問いもあり、周囲のより大規模な（例えば

万人程度の）都市に引きつけられていくことが重要であるとするならば、それは自治

体間の問題ではないかとも考えられる。

→そのとおりであり、自治体の中におけるコンパクト化の話と、自治体間の連携や合併に

よる人口規模の維持の話は区別して考える必要があると思われる。
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○ 資料の ページに富山市の例を載せているのは、どのような意図なのか。

→標準距離（ 、ＮＳＤ）の概念のイメージとして、コンパ

クトシティの取り組みの代表例である富山市を挙げている。具体的な富山市のＮＳＤは、

資料には掲載していないが、イメージとしては、資料 ページのＡ市のような状態か

ら、コンパクト化の進展によりＣ市に近い状況になっている（＝ＮＳＤが低下している）

と考えられる。

○ 資料５ページのグラフにもある人口区分に基づいた都市分布の捉え方について、例え

ば人口３万人以下の区分などは、理論家が考えているところのいわゆる「農村」であり、

そうしたところには、今回の規模の経済性や集積の経済性といった議論はあてはまらな

いのではないか。

→集積の経済性はないにしても、行政コストには固定費がかかることから、密度の経済性

はあると考える。

○ （交付税を除いた）一人あたり歳入がコンパクト化により増えるというのは、地価が

上がることで資産課税が増えるためということか。

→そのとおりである。データで見ても、コンパクト度が高いところほど地価が高いという

データは出ており、集積によりその地域の魅力や利便性が増すことで、地価が上がると

いうことであると思われる。
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○ 資料の ページに富山市の例を載せているのは、どのような意図なのか。

→標準距離（ 、ＮＳＤ）の概念のイメージとして、コンパ

クトシティの取り組みの代表例である富山市を挙げている。具体的な富山市のＮＳＤは、

資料には掲載していないが、イメージとしては、資料 ページのＡ市のような状態か

ら、コンパクト化の進展によりＣ市に近い状況になっている（＝ＮＳＤが低下している）

と考えられる。

○ 資料５ページのグラフにもある人口区分に基づいた都市分布の捉え方について、例え

ば人口３万人以下の区分などは、理論家が考えているところのいわゆる「農村」であり、

そうしたところには、今回の規模の経済性や集積の経済性といった議論はあてはまらな

いのではないか。

→集積の経済性はないにしても、行政コストには固定費がかかることから、密度の経済性

はあると考える。

○ （交付税を除いた）一人あたり歳入がコンパクト化により増えるというのは、地価が

上がることで資産課税が増えるためということか。

→そのとおりである。データで見ても、コンパクト度が高いところほど地価が高いという

データは出ており、集積によりその地域の魅力や利便性が増すことで、地価が上がると
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第２回地方分権に関する基本問題についての調査研究会（堀場座長）

議事概要

【日時】令和６年 月８日（金） ～

【場所】中央合同庁舎第２号館自治財政局第２会議室

及び によるオンライン会議

【出席者（学識委員）】

堀場座長、木村委員、國崎委員、佐藤委員、宍戸委員、西川委員、橋本委員、

花井委員、福重委員、御船委員、望月委員

【議事次第】

１ 開会

２ 議題

「ふるさと納税制度の総括」

３ 閉会

【議事概要】

「ふるさと納税制度の総括」

（１）説明

発表資料に基づき、橋本委員より説明。

（２）質疑応答

○ ふるさと納税収入の ％を基準財政収入額に算入することを提案されて

いるが、そもそも、ふるさと納税収入というのが、基準財政収入額の考え

方になじむのか、制度的に行いうるのかという議論もあるのではないか。

→ 例えば、ふるさと納税収入の多い団体では、その収入を特定目的基金や財

政調整基金に積み立ているところもある。税収そのものではなく、そうし

たストックである基金を一種の財政力とみなして、財政収入の見込みに用

いることも考えられるのではないか。

→ 収入を見込む際に、あくまで決算実績を基にするほかないため、収入額と
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第２回地方分権に関する基本問題についての調査研究会（堀場座長）

議事概要

【日時】令和６年 月８日（金） ～

【場所】中央合同庁舎第２号館自治財政局第２会議室

及び によるオンライン会議

【出席者（学識委員）】

堀場座長、木村委員、國崎委員、佐藤委員、宍戸委員、西川委員、橋本委員、

花井委員、福重委員、御船委員、望月委員

【議事次第】

１ 開会

２ 議題

「ふるさと納税制度の総括」

３ 閉会

【議事概要】

「ふるさと納税制度の総括」

（１）説明

発表資料に基づき、橋本委員より説明。

（２）質疑応答

○ ふるさと納税収入の ％を基準財政収入額に算入することを提案されて

いるが、そもそも、ふるさと納税収入というのが、基準財政収入額の考え

方になじむのか、制度的に行いうるのかという議論もあるのではないか。

→ 例えば、ふるさと納税収入の多い団体では、その収入を特定目的基金や財

政調整基金に積み立ているところもある。税収そのものではなく、そうし

たストックである基金を一種の財政力とみなして、財政収入の見込みに用

いることも考えられるのではないか。

→ 収入を見込む際に、あくまで決算実績を基にするほかないため、収入額と

いう概念にはそぐわないのではないかという点や、経常的な収入とは言い

難いものを基準財政収入額に含めるのは、その考え方からしても難しいの

ではないかという点もある。

→ 概算額を計上した上で、事後的に精算するという制度も技術的には考えら

れるのではないか。また、より現実的には、基準財政収入額に含めないと

しても、交付税の算定の中で何らかの形で加味するなど、自治体の行動変

化につながる別の制度設計をすることも考えられるのではないか。

○ 「ふるさと納税上位１０団体の推移」（資料９ページ）に関連して、上位

１０団体の全国シェアが ～ ％にも及ぶ中、その他の団体のふるさと納

税収入の状況はどのようになっているのか。地場産品が特に無いような団

体などでは、ほとんど収入がないような状況なのか。

→ 地場産品基準については、地元の菓子屋などの商品や、その自治体に立地

する工場で生産される食料品・日用品など、どの団体も工夫を凝らして返

礼品の掘り起こしに取り組んでおり、収入がゼロという団体はほとんど見

当たらない。新たな地場産品を生み出す取り組みをしている自治体もみら

れている。

○ ふるさと納税制度の見直しについて、これまで党税調においては、どのよ

うな議論がなされてきたのか。

→ より制度を使いやすくする観点からは、ワンストップ特例や特例控除の導

入、また、過度な返礼品競争への対応としては、自治体指定制度の導入等、

党税調で議論いただいた内容を踏まえ、法律改正、制度改正を実施してき

たところである。

○ ふるさと納税による、家計や自治体間における再配分の評価について、こ

れまでどのような研究や分析がなされているのか。

→ 家計については、節税分で実質的な負担が減っているという計算のもとで、

累進課税の効果を弱める方向に働いているという分析を行ったことがある。

自治体間の配分については、寄与しているという論文もある一方で、寄与
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していないという主張もみられるなど、先行研究においては双方の見解が

存在している。
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